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はじめに
　本題に入る前に、私とアーカイブズ問題との関わりについて、簡単にお話ししたい。
　日本で本格的な史料保存運動が起こったのは戦後のことである。農地解放や華族制度の廃止に
よって、地方の旧家や元華族が伝来の古文書類を処分するというような事態が全国的に進行し、
これを憂えた学者の国会請願によって文部省史料館（現国文学研究資料館史料館、通称国立史料館）が設置
されたのが 1951年。その後、史料保存運動は、地方史研究や近現代史研究が盛んになったこと
にともなって、国や地方自治体の行政文書も視野に入れた文書館設置運動に発展し、1959年に
は初の地方自治体文書館である山口県文書館が、そして 1971年には国立公文書館が設立された。
また 1987年には、ようやく「公文書館法」が制定された。フランスで世界初の近代的文書館法
が制定されたのが 1794年。それから実に 200年を経て、日本にもやっと近代的アーカイブズの
法制度が、不十分ではあるけれども導入されたことになる。
　私は、1977年に国立史料館に入って以来、近世近代文書の史料学的研究とともに、文書館運
動への参加を通じて世界のアーカイブズやアーカイブズ学に関心を持つようになった。それが
募って 1986年から 1年間、ロンドン大学ユニバシティ・カレッジのアーカイブズ学大学院に留
学した。そこで学んだ記録史料管理の理論や技術は、日本近世近代文書の史料学研究や整理実務
に直接役立っているが、私にとって何よりも大きい成果は他に二つあった。ひとつは、アジア諸
国、とりわけインドネシアやマレーシアなどの留学生と友人になれたこと、そしてもうひとつは、
留学をきっかけに国際文書館評議会 International Council on Archives, ICAなどアーカイブズ界の
国際活動に関わるきっかけを得たことだった。
　インドネシアとマレーシアの同級生は、現在二人ともそれぞれの国の国立文書館副館長になっ
ており、私にとって、もっとも頼りになる東南アジアとのパイプになってくれている。私は現在、
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科研費で「旧日本植民地・占領地におけるアーカイブズ政策と記録伝存過程の研究」という海外
学術調査を行っているが、この二人の友人は重要な協力者でもある。
　国際活動への参加の方は、ICAの Section for Archival Education and Trainingアーキビスト教育
研修部会（略称 SAE）を中心に行ってきた。これはアーキビスト養成に携わる大学教員などが構成
する部会で、メンバーは欧米のみならず、アフリカ、中国など、世界に及んでいる。私は、1992
年から 2000年までの 8年間、SAEの運営委員に加えてもらい、その活動を通じて世界の主な
アーキビスト養成大学院とつながりを持つことができた。日本では、国立史料館や国立公文書館
が実施している短期の研修会があるのみで、まだ本格的なアーキビスト教育が行われていないが、
大学院を整備して専門職としてのアーキビストを育成しなければ、日本のアーカイブズ・システ
ムは決して発展しない。そのためには世界のアーキビスト教育に学ぶ必要がある、と考えたこと
が、SAEの活動に参加した大きな理由である。現在 SAE運営委員の仕事は、北海道立文書館の
青山英幸氏に引き継いでもらっている。
　本日の報告に関わる私のバックグラウンドは、おおむね以上のようなところである。
1．アジア太平洋地域のアーカイブズ
（1）ICA地域部会とその活動
　まず最初に、アジア太平洋地域の文書館状況の一端を知る意味で、ICA国際文書館評議会の地
域部会の活動について簡単に紹介しよう。
　国際文書館評議会は、世界ほとんどの国と地域の文書館やアーキビストが参加しているアーカ
イブズ界最大の国際団体だが、現在次のような 11の地域部会がある。　
［ICA Branches地域部会］
Arab Regional Branch - ［ARBICA］アラブ地域部会
Asociación latinoamericana de archivos - ［ALA］ラテンアメリカ地域部会
Caribbean Regional Branch - ［CARBICA］カリブ地域部会
East Asian Regional Branch - ［EASTICA］東アジア地域部会 
Eastern and Southern Africa Regional Branch - ［ESARBICA］東・南アフリカ地域部会
Eurasia Regional Branch - ［EURASICA］ ユーラシア地域部会
European Regional Branch - ［EURBICA］ヨーロッパ地域部会
Pacific Regional Branch - ［PARBICA］太平洋地域部会 
South and West Asian Regional Branch - ［SWARBICA］南・西アジア地域部会  
Southeast Asia Regional Branch - ［SARBICA］東南アジア地域部会 
West African Regional Branch - ［WARBICA］西アフリカ地域部会
 この内、アジア太平洋地域に属するのは、東アジア、太平洋、南・西アジア、東南アジアの 4
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部会である。日本が参加している EASTICA（東アジア地域部会）は、1993年にできてまだ 10年しか
経っていない地域部会で、東アジア諸国のアーカイブズ活動が中国を除けば比較的新しいことを
反映している。国立文書館レベルのカテゴリー Aメンバーは次の 7つ、アーカイブズ団体のカ
テゴリー Bメンバーは 6つで、日本からは全国歴史資料保存機関連絡協議会（全史料協）と企業史
料協議会の 2団体が加入している。ほかに個々の文書館のカテゴリー Cと個人会員のカテゴリー
Dなどがある。
［ICA東アジア地域部会メンバー］
Category A
　1. 中華人民共和国（国家档案局）State Archives Administration of China 
　2. 香港特別行政区（歴史档案館）Public Records Office
　3. マカオ特別行政区（歴史档案館）Macao Historical Archives 
　4. 日本（国立公文書館）National Archives of Japan 
　5. 朝鮮人民民主主義共和国（国家記録局）The State Bureau of Archives of Korea 
　6. 大韓民国（政府記録保存所）Government Archives & Records Service
　7. モンゴル（国立文書館）National Archives of Mongolia
Category B
　1. Chinese Archives Society（中国档案学会）
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　2. Hong Kong Archives Society（香港档案学会）
　3. The Japan Society of Archives Institutions（日本全国歴史資料保存利用機関連絡協議会、全史
　　 料協）
　4. Business Archives Association of Japan（日本企業史料協議会）
　5. Korean Archives Conservation Association（韓国記録保存学会）
　6. The Research Institute of Korean Archives & Records（韓国国家記録研究院）
　東アジア地域部会の最近 5年間の主な活動を見てみよう。これによって、近年のアジアのアー
カイブズ界の関心がどの辺にあるかが、おおむね推測できる。
［ICA東アジア地域部会大会ならびにセミナーのテーマ］
1997
・第 3回大会「アーカイブズ発展の歴史と東アジア関係の歴史資料」（Development History 
of the Archives and Its Historical Holdings Relating to East Asia）
・「記録史料記述標準に関するワークショップ」（Workshop on Archives Descriptive 
Standards） 
1998
・「アーカイブズ・トレーニングと教育に関するセミナー」（Seminar on Archives Training 
and Education）
1999
・第 4回大会「電子記録の評価と保存」（Records Appraisal and Preservation of Electronic 
Records）
2000
・「電子アーカイブズ管理戦略に関するセミナー」（Seminar on Electronic Archives Manage-
ment Strategy）
2001
・第 5回大会「アーカイブズ資料の公開利用をめぐる問題について」（Issuing relating to 
public access to archival material）
2002
・「年次セミナー　アーカイブズの課題：現状と展望」（Archival Challenges: Stock Taking 
and Way Forward） 
　見られるように、電子記録の問題が 2回とりあげられているのをはじめ、記録史料記述標準の
問題、アーキビスト教育の問題、資料公開の問題などが議論されている。近年のアーカイブズ界
の世界的な動向を反映していることが読みとれる。
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　東南アジア地域部会と太平洋地域部会については、カテゴリー Aメンバーの一覧をあげてお
くにとどめる。南・西アジア地域部会については現時点での会員国名が正確にわからなかったの
で省略する。
［ICA東南アジア地域部会カテゴリー Aメンバー］ 
　1. National Archives of Malaysia（マレーシア） 
　2. National Archives of Singapore（シンガポール） 
　3. National Archives of Philippines（フィリッピン） 
　4. Brunei Museum and Archives（ブルネイ） 
　5. Arsip Nasional Indonesia （インドネシア）
　6. State Archives Department, Vietnam （ベトナム）
　6. National Archives of Thailand（タイ） 
　7. National Archives Department, Myanmar（ミャンマー） 
　8. National Archives of Cambodia （カンボジア）
［ICA太平洋地域部会カテゴリー Aメンバー］ 
　1. National Archives of Australia （オーストラリア）
　2. Division of Palau National Archives （パラオ）
　3. National Archives of Fiji （フィジー）
　4. Marshall Islands National Archives（マーシャル群島）
　5. New Zealand National Archives（ニュージーランド）
　6. Papua New Guinea National Archives（パプアニューギニア）
　7. Solomon Island National Archives（ソロモン諸島）
　8. Guam Public Library（グアム）
（2）アジア太平洋地域におけるアーキビスト教育
　アジア太平洋地域におけるアーカイブズ活動は、一見たいへん活発なように見えるが、オース
トラリアや中国を除くと国家レベルに偏っており、まだまだ裾野は広がっていない。その原因で
もあり、またその反映でもあることのひとつに、アーキビスト養成の問題がある。
　アーキビストの教育養成は、欧米では早くから専門の大学院で行われてきたが、アジア太平洋
地域では、中国とオーストラリアを除き、アーキビスト養成は概して低調といわざるを得ない。
　中国の場合はやや例外的で、全国 3900にのぼるアーカイブズ、いわゆる档案館に人材を供給
するために、昨年の報告では全国約 30の大学ならびに大学院でアーキビスト教育、中国の言い
方では「档案専攻教育」が実施されている。その中心になっているのは 1953年創立の中国人民
大学档案学院である。中国以外のアジア各国の状況については、1998年に ICAアーキビスト教
育研修部会が行ったアンケート調査の結果が参考になる。次頁の表 1がそれである。
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［表 1］アジア諸国のアーキビスト養成課程 （ICA/SAE 1998年 10月調査による。一部 2003年 2月修正）
国名　　　　機関名 課　程　名 期　間   学生数
中国  （一部のみ）
中国人民大学档案学院
蘇州大学社会学院档案系
広西民族学院歴史与档案学系
四川大学管理学院信息与档案管理
系
杭州大学档案系
雲南大学人文学院档案系
(1)大学院博士課程档案学専攻
(2)大学院修士課程档案学専攻
(3)学部課程档案学専攻
(4)修士レベル認定現職者研修コース
(5)学部レベル認定現職者研修コース
(6)短期現職者研修コース
学部課程档案学専攻
(1)学部課程档案学専攻
(2)档案学特別教育課程
(3)現職者研修コース
(1)大学院修士課程档案学専攻
(2)学部課程档案学専攻
(3)档案学認定研修コース
学部課程档案学専攻
(1)大学院修士課程档案学専攻
(2)学部課程档案学専攻
(3)研究生コース
 288時間
 1040時間
 3240時間
 520時間 (2年 )
 800時間 (1.5年 )
  4年
  4年
  3年
 短期
  3年
  4年
 10ヶ月
  4年
  3年
  4年
  3年
 
 
 
 計 309人
 
 
 
 
 200人
 
 
 計 87人
 
 
13年間累計 1220
人
 
 130人
 
 年 2-4人
 年 30人
 年 30人
インド
インド国立文書館附属文書館学校
School of Archival Studies
アンドラ・プラデシュ州州立文書
館・研究所
(1)記録史料学ディプロマ・コース
(2)研修課程（専門― 4コース）
(3)研修課程（準専門― 1コース）
(1)大学院課程記録史料学古文書学専攻
　（オスマニア大学にて実施）
(2)記録管理学研修課程
  1年
  4-8週間
  8週間
 
  1年
  1週間
 
 10人
 48人
 14人
 
 12人
日本
国立公文書館
国文学研究資料館史料館
（国立史料館）
企業史料協議会
(1)公文書館等職員研修会 (1988～ )
(2)実務担当者研究会議 (1993～ )
(3)公文書館専門職員養成課程 (1998～ )
(1)アーカイブズ・カレッジ長期コース
(2)アーカイブズ・カレッジ短期コース
ビジネス・アーキビスト研修講座
  5日間
  3日間
  4週間
  8週間
  2週間
  6日間
 
累計 433 人
累計 112人
 19人
 
年約 30人
年約 40人
年約 20人
マカオ
マ カ オ 大 学 Instituto de Estudos 
Portugueses
図書館情報学の一講座（記録史料学入門ならび
に文書修復学入門）
  1年  年 6人
マレーシア
マレーシア国立文書館
MARA 工科大学情報学部
記録管理学・記録修復学国際研修課程
(1)学部課程情報学専攻
(2)大学院修士課程情報学専攻
  2ヶ月
  4年
  20ヶ月
 年 20人
学部大学院
計 200人
パキスタン
ジャムショロ大学情報・アーカイ
ブズ・図書館学部
パキスタン国立文書館
記録史料学大学院ディプロマコース
短期研修課程
  1年
  2-4週間
 15人
 20人
スリランカ
スリランカ国立文書館 現職者研修課程   3年間
タイ
コンケーン大学人文社会学部
タマサート大学歴史学部
タイ国立文書館
チュラロンコン大学図書館学部
ウボンラチャターニ・ラジャバト
大学図書館学部
学部課程「記録史料」コース
学部 /大学院課程歴史学専攻の内
記録・記録史料管理現職者研修課程
学部課程記録史料管理学コース
学部課程政府公共文書館学課程（図書館学ディ
プロマ）
  3ヶ月
  4ヶ月
  2ヶ月
  16週間
  32学期
 約 15人
 12/35人
 約 10人
 20人
年約 45-50人
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　この表をざっと眺め、さらに回答を寄こさなかった国々の事情を類推すると、アジアでは中国
を例外として、大学ないし大学院におけるアーキビスト教育がまだまだ十分に発展していないこ
とが窺える。インドやマレーシアのように、国立文書館を中心にした現職者トレーニング・コー
スに実績を有している国はあるが、これらの国でも今後、大学、大学院でのアーキビスト教育を
どう進めていくかが課題となっているようである。
　注目されるのは、パキスタンやタイのように、これまでアーキビスト教育についての情報がほ
とんどなかった国から、大学での教育プログラムが開設されている事実が報告されたことである。
　日本については、後で述べる。
　なお、このアンケート調査結果には表れていないが、いま急激な勢いでアーキビスト教育に取
り組んでいるのは韓国である。韓国ではキム・デジュン大統領のもとで行政記録の保存政策が強
力に進められ、1999年 1月に「公共機関の記録物管理に関する法律」が制定された。この法律は、
中央ならびに地方のすべての公共機関は記録管理機関を設置し、アーキビストを配置しなければ
ならない、と定めている。そのため、1999年からわずか 3年間で 12の大学院にアーキビスト養
成コースが設けられた。ようやく 1期生が出始めたところで、在学生は 12大学院合わせて 200
人を越えるということである。
　中国と韓国におけるアーキビスト教育の実際については、昨年 12月に学習院大学で開催され
た国際シンポジウム「記録を守り　記憶を伝える―21世紀アジアのアーカイブズとアーキビ
スト―」において、詳しく伝えられた。
　中国人民大学档案学院長の馮恵玲教授の報告「紙メディアを越えて―情報時代の中国におけ
るアーキビスト教育と養成―」によれば、近年の中国におけるアーキビスト教育は、電子記録
管理の問題に大きな力を入れるようになっている。これは、世界的に共通した潮流である。
　韓国明知（ミョンジー）大学校記録科学大学院のキム・イカン（金翼漢）助教授は、「エリートモデ
ルの虚と実―新興韓国のアーカイブズ、アーキビスト―」と題し、韓国が欧米、中国、日本
などに学びながら、アーキビスト教育課程の質的向上に取り組んでいる様子を報告した。たとえ
ば明知大学校記録科学大学院では、開設わずか 2年後の昨年（2002年）にカリキュラム改編を実
施し、現代記録管理や IT関連科目の充実、さらには学生の研究能力向上のための改善を行った
という。現在のカリキュラムは次のような内容である。アーキビスト教育とはどういうものか、
その概要がわかると思うので参考までに掲げておく（なお A～ Dの分野は安藤が仮に分けたもの。なお韓国
では「記録」という用語は多くの場合「アーカイブズ（記録史料）」の意味に使われているので注意）。
［韓国明知大学校記録科学大学院教科課程（記録管理学科）］
A総論、アーカイブズ史分野
　記録管理学概論／記録管理学演習／韓国記録史料研究／韓国記録管理制度史／世界の記
録管理制度
Bアーカイブズ管理論分野
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　記録科学の諸問題／記録館経営論／記録評価選別論／分類技術方法論研究／記録情報
サービス論／保存科学研究／企業・団体・大学記録管理論／口述記録管理研究／記録メ
ディア管理論／記録管理実習／インターンシップ
C関連分野
　韓国現代行政組織研究／記録管理関連法研究／コンピュータとインターネットの基礎／
情報管理と DB／統計とコンピュータ（SPSS）
D記録科学研究法
　記録管理研究方法論／記録学論選特講／記録史料特講
2．日本のアーカイブズと、アーカイブズ学・アーキビスト教育の現状
　次に日本のアーカイブズと、アーカイブズ学・アーキビスト教育の状況についてだが、これが
本報告の中心テーマというわけではないので、アジア太平洋をはじめとする世界への対応という
問題を中心に、簡単に述べる。
（1）アーカイブズ状況
　日本のアーカイブズは、都道府県ではやっと 50％強、市町村レベルでは 1％に満たないわずか
20ほどの自治体しかアーカイブズを設けていない。しかし、昨年、熊本県本渡市は合併後の地
域創造の中核的施設にしようという意気込みで「天草アーカイブズ」という名の文書館を誕生さ
せた。一昨年にできた京都大学文書館や日銀アーカイブのように、大学アーカイブズや企業アー
カイブズも生まれている。まことに遅い歩みではあるが、日本のアーカイブズは確実に前に進ん
でいると考えたい。今月はじめには、NHKアーカイブスが誕生し、アーカイブズという言葉も
次第に人々の耳になじみつつあるようだ。
　しかし、アジア太平洋をはじめ、世界との関わりという点から見ると、日本のアーカイブズは
まだまだ課題が大きい。
　1980年代半ば、ユネスコと国際文書館評議会が協力して、フィリピンのマニラにアジア太平
洋地域を対象にした国際アーキビスト養成センターを設置しようとしたことがある。この構想は
結局実現に至らなかったが、この話が起こったとき、日本のアーカイブズ界は何の協力もできな
かった。要するに専門的実力がなかった。かろうじて国会図書館の職員がマニラの会議に参加し
たが、その席で日本に求められたのは、単に金銭的な援助だけだったという
1
。
　まことに残念な話だが、日本のアーカイブズ界の実力は、いまもなおこの時とそう変わってい
ないといわざるを得ない。これまで、アジア太平洋地域におけるアーカイブズ資料の調査や保存
問題に、歴史研究者を中心とする大学関係者や文化財保存関係者が数多く関わり、積極的な国際
協力をしてきたことはよく知られている。しかし、日本のアーカイブズやアーキビストが専門的
な立場からそのような国際協力活動を行った事例は、まだほとんどないのではないか。
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　一昨年、国立公文書館の付属施設として開設された「アジア歴史資料センター」は、その点で
極めて注目される存在である。アジア歴史資料センターは、現在のところ、国立公文書館、外務
省外交史料館、防衛庁防衛研究所図書館が所蔵する近代のアジア関係資料を電子化してインター
ネットで提供するデジタル・アーカイブとして機能している。世界中どこからでも史料利用が可
能になるという意味で画期的な事業であり、アジア太平洋の国々や地域との相互理解を促進する
うえでも、その意義は大いに認めたい。だが、これは本来、史料所蔵機関である国立公文書館、
外務省外交史料館、防衛庁防衛研究所図書館が、それぞれ自らやるべき仕事ではないか。所蔵史
料のインターネットによる公開は、どこの文書館にしても、いずれ避けて通れない仕事になるの
だから。
　今後、アジア歴史資料センターに期待したいのは、むしろ、アジア太平洋の国々や地域が行う
アーカイブズ資料の調査、保存、整理事業を専門的、学問的な立場から援助すること、そしてそ
れらのアーカイブズ資料を国や地域の壁を越えて共有化するための技術的協力を行う、国際協力
センターとしての役割である。そのような形での協力が日本に求められていると考える理由につ
いては、あとで述べる。
（2）アーカイブズ学とアーキビスト教育
　次に、アーカイブズの専門的活動を支えるアーカイブズ学とアーキビスト養成について、日本
の現状をごく簡単に述べたい。
　アーカイブズ学は英語で archival science, archive studiesまたは最近 archivisiticsという人もいる。
中国では「档案学」、韓国では「記録学」または「記録科学」である。日本語では文書館学、史
料管理学、記録史料学などさまざまな訳があるが、定訳はない。ここではそのままアーカイブズ
学と言っておく。次に示したのは、私の考えるアーカイブズ学の構成である。歴史記録や現代情
報のアーカイブズ資源としての性質や価値を探求する「アーカイブズ資源研究」と、アーカイブ
archival resource studies
アーカイブズ資源研究
歴史情報資源学 historical information resources
（史料学、記録管理史など）
現代記録情報学 modern recorded information
（組織体情報論 ,電子記録論 ,オーラルヒストリー等）
その他
archives administration
アーカイブズ管理研究
アーカイブズ政策・制度論 archival policy & systems
記録管理論 records management
記録評価論 archival appraisal
記録史料調査論 archival survey
編成記述論 archival arrangement & description
アーカイブズ情報学 archival informatics
保存修復学 preservation and conservation
その他
アーカイブズ学（記録史料学）の構造
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ズ資源を永続的に保存、管理し、さまざまな活用のシステムを研究・開発する「アーカイブズ管
理研究」という二つの研究分野からなると考えている。
　日本のアーカイブズ学は、その担い手であるべき専門職としてのアーキビストがほとんど育
成されていないこともあって、まことにお寒い状況といわざるを得ない。アーキビストの不在と
アーカイブズ学の学問的基盤の弱さは、日本のアーカイブズ活動の将来にとって極めて深刻な憂
うべき事態であり、早急に改善が図られなければならないと思う。
　それでも、全国の文書館や公文書館の専門的職員の地道な努力によって、1980年代以降、そ
れなりの研究蓄積は生まれている。その一端は全史料協の機関誌『記録と史料』や各文書館の研
究紀要に見ることができるが、そのうちの重要な論文を集めた『日本のアーカイブズ論』という
本が、近く岩田書院から発行される。また、有志によって仮称「日本アーカイブズ学会」の設立
準備が進められていることも付け加えておきたい。
　研究機関としては、国文学研究資料館史料館が 10数年前からアーカイブズ学研究を旗印にし
て研究活動を行っている。国際水準にははるか及ばないが、近くその成果が『アーカイブズの科
学へ（仮題）』として出版される予定である。史料館は大学共同利用機関の独立法人化にともなっ
て存続が危ぶまれているが、私たちは日本のアーカイブズ全体の「アーカイブズ研究センター」
として、史料館の再編、再生を訴えているところである。
　アーキビスト教育の面では、全史料協がすでに 3度にわたってアーキビスト養成大学院の設置
を提言しているにも関わらず、未だに本格的な教育プログラムができていない。アーカイブズ・
コースを持つ大学があるにはあるが、実際にはアーキビストを送り出すに至っていない。
　現在のところ、表 1にあるように、国立公文書館や国文学研究資料館史料館が実施している研
修会が、事実上アーキビスト養成課程に代わるものとなっているが、いずれも短期のコースで、
専門職としてのアーキビストを養成しているとはとてもいえない。ただ、史料館のアーカイブ
ズ・カレッジには多くの大学院生が参加しており、単位認定の対象として認める大学院も増えて
いる。近い将来、都内近県の大学院と協力して、アーカイブズ・カレッジを中核に本格的なアー
キビスト養成大学院を形作る可能性はある。
　実際、アーカイブズに関心を持つ大学、大学院は増えており、「文書館学」「史料管理学」など
の名でアーカイブズ学に関連する講座や講義を設けている大学、大学院も現れている。しかし、
アーキビスト教育は、いうまでもなくアーカイブズ学の研究の上にこそ成り立ちうる。その意味
で、私はやはり本格的な研究・教育の拠点としてのアーカイブズ学大学院が、近い将来、日本の
いくつかの大学の中にできて欲しいと熱望している。
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3．アジア太平洋におけるアーカイブズ・ネットワーク形成の課題
（1）「失われた記憶」の再生を　
　ここからが、実は私の報告の本題である。私は、アジア太平洋地域におけるアーカイブズ・
ネットワーク形成という課題に、二つの面から取り組みたいと考えている。その第一は、過去の、
とりわけ 20世紀の「失われた記憶」の再生、という問題である。
　20世紀は戦争の世紀といわれる。それは、20世紀がアーカイブズ受難の世紀でもあったとい
うことだ。二度の世界大戦をはじめとする大小の武力紛争、それに伴う軍事占領、また帝国主義
列強による植民地支配などを通じて、無数の文書略奪や記録破壊が発生し、人類の貴重なアーカ
イブズ資源が失われた。そもそも国際文書館評議会 ICAは、戦争によるアーカイブズ被害を繰
り返すまいとの決意のもとに、1949年に創設された NGOである。
　日本ではあまり知られることがないが、ヨーロッパでは第二次世界大戦期や戦後の文書略奪な
どをめぐって、今も国家間の賠償請求や返還要求、いわゆる「アーカイバル・クレーム」が続い
ている
2
。これを“20世紀のアーカイブズ問題”と呼ぶならば、“20世紀のアーカイブズ問題”
はいまだ解決されていない国際問題の一つであり、アーカイブズ界が直面する現実課題の一つで
もある。
　ユネスコも、1996年に「世界の記憶」 Memory of the Worldプロジェクトの一環として『失われ
た記憶― 20世紀に破壊された図書館資料と文書館資料―』と題する調査報告書
3
をまとめ、
国際文書館評議会と協力して、マイクロフィルムによる複製作成や国外流出史料の原状復帰と
いった、いわば「記憶の再生」事業を推進している。
　このような戦争や植民地支配をめぐる“20世紀のアーカイブズ問題”の解決のためには、ま
ずもって記録文書の略奪や国外流出についての事実解明が不可欠である。欧米のアーカイブズ学
界がこの問題に学問的に取り組み始めたのはそう遠い昔のことではないが、ナチスやソビエトに
よる文書略奪の問題を中心に、近年多くの研究成果をあげているように見受けられる
4
。
　ところで、アジア・太平洋の旧日本植民地および占領地の国々でも、日本統治時代ならびに
日本敗戦前後の時期に、植民地記録や軍政記録のみならず、現地の歴史的文書を含む厖大な量
のアーカイブズ資料が破壊、略奪、国外流出などの憂き目にあったことは、多くの証言や史料が
語っている。しかし、ヨーロッパなどにくらべると、この問題に関する調査研究は遅れており、
正確な事実はあまり具体的に明らかにされていない
5
。
　私は 1996年以来、マレーシアや中国東北、上海などで、細々ながら調査を続けているが、第
2次大戦期の記録の略奪や焼却に関する史料などというものは、極めて乏しく、研究は難航して
いる。しかしそれでも、たとえばマレーシアなどでは、戦後マラヤに返り咲いたイギリスの軍政
部が、植民地支配を復興するため、日本占領時代における行政記録の破壊・散逸状況について詳
細な調査を行っており、その史料は研究上の重要な手がかりになる。
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［表 2］1945年　出生・死亡・結婚登録記録の保存状況に関する英軍政部調査（マラヤ、シンガポール：部分）
Region
　State
　　District/Department
Marriage Records Birth and Death Records
Region 1
Perlis, Kedah & Kroh
Hindu    Alor Starについては完全に残存。その他は調査中。
Christian 1941年分まで残存。日本占領期には新規登録なし。  
Moslem  Alor Starについては残存。その他は調査中。
（Kedah追加情報）：Langkwai, Yen, Kuala Muda, Kulim, Bandar Bahru 
DistrictはDistrict Shara’iah Courtsに無傷保管。Jitra, Balingの Shara'iah 
Courts保管記録の一部は戦争期に消失（消失リスト省略）。
1914年以降現在までの全州
分が揃い。
Region 2
Penang &
Province Wellesley
Hindu    残存せず。
Christian シンガポールに残存。 
Moslem  日本占領以前のものおよび日本占領期のもの共に不完全。
完全に残存。
Region 3
Perak Christian  1941年 12年以前の登録簿は、まったく残存せず。
   Batang Padang District Hindu   全記録が残存。
Moslem 全記録が残存。
不完全に残存。
   Kuala Kangsar District Hindu  結婚登録簿・受取簿は登録官が保管。登録官覚帳や結婚宣誓簿
ファイルは略奪された。
Moslem 日本占領期以前の記録は完全で日本占領期においても更新。
日本人によって破壊され残
存せず。
   Dindings District Hindu　結婚登録簿・結婚登録証名簿などがあるが、日本占領期の記
録は保存されていない。
Moslem　日本降伏時 Panghulu’s Court と Kathi's Officeが日本人によっ
て放火され結婚記録が焼失。
   Upper Perak District Hindu   結婚登録簿控 3冊のみで登録簿はない。
Moslem 日本占領期以前の記録は完全で日本占領期においても更新。
   Kinta District Hindu  登録簿利用可能。
Moslem
Ipoh Sub-District  4冊残存。日本占領までは完全だったが、1945年 5
月 Kathi's Officeが夜盗にあい全記録が失われた。
Batu Gajah Sub-District　Kathi’s Courtにあった記録は日本軍が同ビル
を占領中に破壊。結婚登録簿は日本占領中も無事。
Kampar Sub-District　全記録残存。日本占領期も up-to-dateに保持。
Parit Sub-District　結婚証明書 4冊と離婚証明書 2冊が日本占領期に消
失。他は残存し日本占領期も up-to-date保持。
   Lower Perak District Hindu    結婚登録簿 2セット残存。
Christian なし。
Moslem  日本占領期のものを含み全記録が残存。
1931-1941の登録簿副本と
日本占領期の記録が不完全
だが残存。
   Office of the Superior 　
　Court, Ipoh
Christian 1941年 11月以前の登録簿は治安刑事裁判所焼失により全く
残存しない。 
   Office of the Secretary 
    to Resident
Christian 1941年 11月以前の登録簿は日本軍が Taiping占領時に破壊
し全く残存しない。
Region ４
Selangor Christian 1938年分まで完全に残存。
 Klang District Hindu   完全に残存。
Moslem 1931-1943分が残存。
Birth　1933.11.15-1940.2.7; 
日本占領期は 1942.1.1-1943. 
11.1が残存。
Death　1931.1.1-1939.11.31; 
日本占領期は 1942.1.1-1943. 
5.23が残存。
   Kuala Langat District Hindu   完全に残存。 Birth  1931.1.1-1941.10.12; 
日本占領期は 1942.1.2-1944. 
4.5が残存。
   Ulu Langat District O.C.P.D., Kajang; Penghulu, Cheras; Kathi, Kajang; District Officer, Ulu 
Langat; Magistrate, Kula Lumopurがそれぞれ記録を保存（詳細省略）。
   Ulu Selangor District Hindu　登録簿 1冊
Moslem　結婚登録簿 1冊（日本占領期）、離婚登録簿 1冊（日本占領
期）、結婚登 録簿 1冊（英領期）、離婚登録簿（英領期）
Birth  出生登録簿 3冊
Death 死亡登録簿 3冊
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　一例をあげれば、表 2は 1945年にイギリス軍政部が行った、住民の出生・死亡・結婚記録に
関する全国的調査の結果を示す史料の一部である。
　イギリス領マラヤには、もともと日本の戸籍に当たるものはなく、レジスターつまり出生・
死亡・結婚登録簿が住民管理の基本台帳だった。ところが、日本の軍政当局は、1942年 4月に
Family Registration Systemつまり戸籍制度を導入し、1943年 10月には隣組制度さえ導入して、
住民管理システムにかなりの改変を加えた。その際に、旧来の出生・死亡・結婚登録簿などの記
録がどのように利用されたのか、またはされなかったのか。これは、それ自体非常に興味深い問
題だが、それはともかくとして、イギリス軍政部は、日本占領で混乱させられた住民管理システ
ムを元に戻すために、出生・死亡・結婚記録の現況について、くわしく調べる必要があったのだ
Region 5
Negri Sembilan Hindu　SerembanのLabour Office, Port Dickson, Tampin, Pilahの各 District
は完全に記録残存。Jelebu Districtは残存せず。
Christian 入手不能。失われたと思われる。
Moslem　Jelebuを除き、Port Dickson,Tampin, Kuala Pilahなどの各 Dis-
trictで利用可能。
登録簿は完全に残っており
利用可能。
Malacca Ⅰ戦前記録
  A .  O l d  B i r t h  &  D e a t h  
Registers
    1870-1938.6のBirth Re-
gisters 38冊（2冊のみ行方
不明）, Death Registers 36冊
残存（Sime Darby Building.
の収蔵庫に保存）
Region 6
Johore 周辺地域の districtを除いて登録簿類は完全に残存。 周辺地域の districtを除いて
登録簿類は完全に残存。
Region 7
Kelantan
Hindu　部分的に利用可能。
Christian 1936年クリスチャン結婚法による戦前記録は結婚告知簿を除
き戦争期に完全に消失。日本占領期にはクリスチャンの結婚例なし。  
Moslem　1938年モスリム結婚離婚法が日本占領期にも引続き有効と
され、登録簿は完全に残存。利用可能。
出生・死亡登録簿は 1941
年当時保管されていたも
のはそのまま残存し利用可
能。「1930年出生及び死亡
登録法」は開戦まで実効的
に機能。日本占領期は主席
医務官 Chief Medical Officer
が出生死亡登録官として登
録簿の整備につとめたが、
とても完全といえる状況で
はなかった。現在は戦前通
りに実施。
Region 8
Trengganu 結婚記録は Chief Kaziが保管（過去 15年分は完全）。 出生死亡記録は M.O.Kuala 
Trengganuが保管（過去 15
年分は完全）。
Region 9
Pahang
Hindu    Tamerlohと Kuantan District で記録が失われた。
Christian ほぼ完全に近い状態。  
Moslem   Kuantan Districtの記録は完全。
West Panahgは記録が完全に
残存（Bentongを除いて）。
East Pahangは記録が失われ
た。
Region 10
Singapore 1942年 2月 15日以前の記録は完全に残っており利用可能。 1942 年 2 月 15 日 以 前 の
出生結婚死亡登録簿は
Registryが保管しており完
全。
【史料】“Legal: Births, Marriage and Deaths― registers for” （マレーシア国立文書館 BMA/DEPT/17/22）
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と思う。
　表 2は、各州から提出された報告書や軍政部中央が作成した集計表など、何種類かの史料をも
とに私がアレンジしたもので、一部省略してある。イギリス軍政部は、マレー半島とシンガポー
ルを 10の Regionに分けて管轄したので、調査結果は Regionごとにまとめてある。Region3のペ
ラ州と Region 4のセランゴール州については、district単位の情報がわかる。
　これを見ると、まず左側の欄の結婚記録に関する部分は Hindu、Christian、Moslemに分かれて
いるが、記録の残存状況はバラバラである。全記録が残存している、と報告しているところもあ
るかと思えば、Region 3の Dindings DistrictのMoslemのように、「日本降伏時に Panghulu's Court
と Kathi's Officeが日本人によって放火され結婚記録が消失」と書いているところもある。
　右側の欄は、出生ならびに死亡記録だが、報告内容の精粗の差が大きく、これまた何らかの特
徴的傾向を指摘することは困難だ。ただ、Region 5のマラッカ州や Region 7のトレンガヌ州な
どの比較的詳しい記述を見ると、日本占領期に軍政当局が戦前記録を利用していたことや、敗戦
後の混乱期に記録の一部が略奪、破壊されたことが報告されていて、あるいはこのあたりにター
ゲットを絞って史料探しを続ければ、もう少し詳細な事実が明らかになるのではないかと期待し
ている。
　この史料は一例だが、私が特に重要と考えているのは企業記録の問題である。占領中に現地の
イギリス系企業などを接収した日本の進出企業が、経営記録を日本に持ち出したり、あるいは敗
戦時に廃棄した事例は多いと思われ、その実態調査がまたれる。
　いずれにしても、私は、アジア太平洋地域のアーキビストや歴史研究者と連携しながら、次の
ような研究・事業を積極的に推進し、もってアジア太平洋の「記憶の再生」に寄与することが、
日本のアーキビストや歴史研究者に課せられた重大な責務だと考える。
①第二次世界大戦期ならびに戦後における、記録や記録史料の管理、廃棄、接収、移動等
に関する事実研究（旧日本植民地・占領地ならびに日本国内の両方おける）
②日本国内の未公開記録史料の徹底的な発掘調査、ならびに既公開史料を含めたアーカイ
ブズ情報提供システムの開発と整備
③アジア太平洋諸国における記録史料の発掘、調査、整理、公開事業への研究協力
　さらに一言付け加えれば、武力紛争によるアーカイブズ被害の問題は、単なる過去の問題では
なく、現在進行形の問題でもある。とくに、民族問題がからむ武力紛争では、民族の「記憶のす
みか」である文書館や図書館が攻撃対象として選ばれる場合が少なくないことが指摘されている。
人類共有の遺産であるアーカイブズ資料や図書資料を、このような武力紛争から守るために、ユ
ネスコや国際文書館評議会は、国際ブルーシールド委員会
6
を組織するなどして、国際努力を続
けている。
　このような現代の戦争とアーカイブズの問題に取り組むためにも、過去の戦争による記録破壊
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や文書流出の実態を歴史的、実証的に明らかにすることは、決して小さくない課題だと思ってい
る。
（2）電子情報ネットワークのための共同研究を
　アジア太平洋地域におけるアーカイブズ・ネットワーク形成のための第二の課題は、電子情報
ネットワーク構築のための共同研究である。
　今さらいうまでもなく、世界の図書館や文書館では資料情報の電子化とインターネットを
通じた情報発信が常識となりつつあり、そのための国際標準化も進んでいる。文書館の分野で
は、アーカイブズ資料の目録記述標準である「国際記録史料記述一般標準」General International 
Standard Archival Description, ISAD（G）があり
7
、ISAD（G）に準拠した電子データ化国際規格
としては Encoded Archival Description,EADというものも開発されている。日本では ISAD（G）
については、いくつかの文書館で試験的使用が行われており、アジア歴史資料センターのオンラ
イン検索システムも ISAD（G）の考え方をとりいれている。EADの方は、まだ国立史料館で適
用実験が行われているに過ぎない
8
。
　アジアの文書館の事情は、詳しく調べたわけではないが、たとえば香港歴史档案館のオンライ
ン検索システムを見ると、ISAD（G）に準拠したなかなか優れた記述がなされており、国や地
域によっては、かなりの水準にあることを感じさせる。
　いずれにしても、今後アジア太平洋地域のアーカイブズ・ネットワークを形成していくために
は、ISAD（G）や EADなどの国際標準をいかしながら、効果的な電子情報交換システムを構築
していくことが不可欠であろう。また、昨年の学習院大学国際シンポジウムで韓国のキム助教授
が述べていたことだが、日本、韓国、中国などの漢字文化圏における記録史料情報の交換のため
には、独自の記述標準を研究開発する必要があるかもしれない。アーキビストを中心にした国際
共同研究が推進されなければならないと思う。
　しかし、日本のアーカイブズ界は、これまで残念ながらこうした国際的な研究努力にほとんど
参画してこなかったし、学問的な貢献もできていないといわざるを得ない。本報告のはじめの方
で、ICA東アジア地域部会の会議において電子記録や記録史料記述標準の問題がとりあげられて
いることを紹介したが、日本からの報告はほとんど行われていないのが実状だ。
　現在も、世界的な緊急課題である電子記録の保存管理問題に関して、InterPARES（International 
Research on Permanent Authentic Records in Electronic Systems）という国際的な一大研究プロジェクトが展開され
ている。このプロジェクトには、北米、ヨーロッパなどの主要国のほか、アジアからは中国が政
府主導のもとで積極的に参加しているが、日本は参加の呼びかけにも応えられない情けない状況
で、事実上カヤの外に置かれている。
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おわりに
　アジア太平洋地域のアーカイブズ・ネットワーク形成という夢はいくらでも語ることができる
が、そのためには日本のアーカイブズ・システムの充実を図ることが先決である。そのための基
盤整備として、私は 3点を強調したい。
　第一に、法制度の整備。現在「公文書館法」や「国立公文書館法」があるが極めて不十分であ
る。現用文書を含めた国や地方自治体の公文書管理の基本原則を定めた「文書管理法」や、民間
史料をも視野に入れた「アーカイブズ法」の制定が必要だ。
　第二に、アーカイブズ学研究の振興。アーカイブズ研究センターやアーカイブズ学大学院など、
研究拠点の整備が急がれる。
　第三に、人材の育成。これが結局は一番大事である。人材がいなければアーカイブズ・システ
ムは動かない。したがって、結論はどうしても同じところに戻っていく。いま日本にとっていち
ばん重要かつ緊急な課題は、アーキビスト養成大学院を作り、高等専門職としてのアーキビスト
を育成することである。アーキビストの育成なくして、アジア・アフリカと連携したアーカイブ
ズ資料の整備は難しいし、研究者・図書館・文書館のネットワークも形成できないと思う。その
点を再度強調して、私の報告を終えたい。
人材
アーキビスト養成大学院
アーキビスト資格制度
法制
文書管理法
アーカイブズ法
研究
アーカイブズ
研究拠点
日本のアーカイブズ：基盤整備のための 3つの課題
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